
参考資料２

 

第３回過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会（平成 20 年 5 月 16 日） 

において出された意見の概要 

 
◆中間総括（案）について 

 
３．権利者不明の場合の利用円滑化方策について 

（裁定制度か、それ以外の制度か） 

○ 著作隣接権の裁定制度の創設について、条約上に創設してもよいという根拠があるか

どうかが問題ではなく、創設してはいけないという根拠があるかどうかが問題である。

条約に縛られすぎて、国益を損なうことになってはいけない。 
 
○ 権利者不明の場合に裁定制度を設けるのか、権利制限を設けるのかは、あくまで形式

的な問題のように見えるが、条約上の義務をクリアするというレベルでは違いがあると

いうことか。 
 
○ 著作隣接権について、権利者不明の場合の制度を裁定制度タイプかそれとも権利制限

権タイプで検討するかは、権利者への影響の度合いによって検討すべき。事前に何らか

の手続きのある裁定制度が条約に抵触する可能性があり、それよりも権利者にとっては

厳しいものである権利制限タイプが、条約に觝触しないのはおかしいのではないか。 
 
 
（Ａ案：権利制限型か、Ｂ案：第三者機関型か） 

○ Ａ案のほうがシンプルな制度であり、利用者が使いやすいのではないか。権利者とし

ても権利管理団体やデータベースに登録がある者の著作物は勝手に使われることはない

のであるから、反対する者は少ないのではないか。 
 
○ Ａ案の場合、事前支払いの必要がないとすれば、例えば、権利者が利用に気づいて請

求した時には会社が潰れて支払いを受けられないような事態が懸念される。（教科書で権

利制限によって作品が利用された後に会社が潰れて補償金が支払われなかった例があ

る。）そこで、例えば保険のようなものを検討して、ガイドラインで予め決めておくこと

を考えてはどうか。 
  
○ Ａ案の場合、著作物が利用された形跡がどこにも記録として残らないことが問題であ

る。民間での取り決めより、利用のハードルが低くならないように考えないといけない。

また、「相当な努力」の内容を利用者が勝手に決めるのではなく、権利者、権利者団体も

交えて、その基準を明らかにしていく必要がある。 
 
○ Ａ案をとると、利用が水面下に潜ってしまうので、例えばＣＲＩＣ（（社）著作権情報

センター）のホームページに利用態様や利用者の氏名・住所、供託金がいくら払われた

のか等を開示する必要があるのではないか。 
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○ Ａ案では、相当な努力をしたかどうか、利用者がある程度リスクを取った上で著作物

を利用することになるが、日本の企業マインドに照らした場合、このような自己リスク

で解決する形で、利用が促進されるかどうか疑問である。また、どれだけ捜索の努力を

したのか事後的に証明できるかどうかは、利用者の経済力に依るところも大きく、使え

ることについて格差が生じる。また、ガイドラインだけでは、利用の条件として緩やか

になりすぎる懸念もある。 
そこで、強制許諾機関のようなものが一番いいと思うが、それが現実的でないのなら、

Ａ案とＢ案を折衷したようなものであるが、ある程度オフィシャルな第三者機関を設け、

不明の権利者に代わって使用料を預かった上で許諾を出し、加えて、その第三者機関に

は不明者を捜索する義務を課す、というような制度を考えてはどうか。預かった使用料

を実際に取りに来る人が少ないことも予想され、それを元に第三者機関を運営すること

も考えられるのではないか。 
 
○ 第三者機関の構想は、多くの場合、運営資金の面でうまくいかない。今回は、市場価

値があまりないような権利者不明のコンテンツ扱うことになると思われるが、誰が運営

を支えるのか等、財政面で実現可能性がないのではないか。また、文化庁長官の裁定を

民間機関が代わって行うことは、公権力の行使を私的な機関で行うこととなり、法的に

難しいのではないか。 
 
○ Ｂ案の第三者機関については、日本経団連での議論でも出されたアイデアである。白

地から新しい機関を、というのではなく、許諾権を預かっていない権利者団体が権利者

に代わって金銭を預かることは難しいし、逆に利用者の側でプールしておくだけでは問

題がある。そこで、利用者、権利者から等距離にある機関が必要ということで、提案さ

れたものである。 
 
（権利者捜索の「相当な努力」についてのガイドライン） 

○ Ａ案の場合でも、不明者の捜索に「相当な努力」が必要となるが、新聞広告への掲載

や、ＣＲＩＣのホームページに 2 万円を支払って掲載することでは、金銭的にもハード

ルが高すぎると思うが、それは利用者が勝手に解釈しても良いものではない。どの程度

の捜索で足りるのか、文化庁や第三者機関がガイドラインを作成してはどうか。また、

ガイドラインの中で、必ずＣＲＩＣに掲示しておく、保険のような仕組みで利用料をプ

ールしておくといった仕組みが工夫できるのではないか。 
 
○ Ａ案の場合、著作物が利用された形跡がどこにも記録として残らないことが問題であ

る。民間での取り決めより、利用のハードルが低くならないように考えないといけない。

また、「相当な努力」の内容を利用者が勝手に決めるのではなく、権利者、権利者団体も

交えて、その基準を明らかにしていく必要がある。【再掲】 
 
○ Ａ案は、事前審査を事後審査にするという制度であることを考えると、文化庁がガイ

ドラインを作成したとしても、最終的には相当な努力をしたのかどうか等を裁判所で判
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断することになるので、文化庁がガイドライン作成するのはおかしいのではないか。 
 
○ Ａ案の場合、ガイドラインは必要だろう。また、利用者が利用を何らかの機関に申告

して集中管理することができれば、権利者は自分の作品がどこで需要があるのか知るこ

とができ、潜在的な取引が生まれる可能性があるのではないか。 
 
○ 制度を変えたとしても、現行制度と捜索の努力の内容が同じであれば、現行とあまり

変わらないのではないか。 
 
○ 従来の出版などのコンテンツの利用形態ではなく、インターネット時代の新しいビジ

ネスではスピードが大切であり、厳格な手続きが必要という意見もあるが、むしろ手続

きの迅速性が必要である。長い公示期間は不要とすべき。 
 
○ 捜索する時間をかけるのは問題。ここに聞けばいいというようなものを考えることが

有効と思われるが、そこで第三者機関のような存在が必要なのではないか。 
 
（利用者の利用記録の開示） 

○ Ａ案をとると、利用が水面下に潜ってしまうので、例えばＣＲＩＣのホームページに

利用態様や利用者の氏名・住所、供託金がいくら払われたのか等を開示する必要がある

のではないか。【再掲】 
 
○ ガイドラインの中で、必ずＣＲＩＣに掲示しておく、保険のような仕組みで利用料を

プールしておくといった仕組みが工夫できるのではないか。【再掲】 
 
○ 利用の開示については、インターネット上に専用のホームページを作り、そこに掲載

するなど、コストをかけずに権利者に知らせる方法はあるのではないか。 
 
○ 捜索の負担を利用者にすべて負わせるのではなく、例えば有価証券を紛失した場合の

除権の際に公示催告させるように、利用を公的機関で公示させることはどうか。実効性

は大きくなくても、この制度には何らかの公正らしさが必要ではないか。また、利用し

た事後の捜索も大事ではないか。 
 
○ 公的機関による公示催告については、誰が自分の作品を利用しているか権利者がいち

いち官報をチェックするとは思えず、現実性が低いのではないか。 
 
○ 従来の出版などのコンテンツの利用形態ではなく、インターネット時代の新しいビジ

ネスではスピードが大切であり、厳格な手続きが必要という意見もあるが、むしろ手続

きの迅速性が必要である。長い公示期間は不要とすべき。【再掲】 
 
○ 利用料を事前に支払うかどうかはともかく、記録を残すくらいであれば、大した問題

ではないのではないか。 
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（利用料の事前支払い） 

○ Ａ案の場合、事前支払いの必要がないとすれば、例えば、権利者が利用に気づいて請

求した時には会社が潰れて支払いを受けられないような事態が懸念される。（教科書で権

利制限によって作品が利用された後に会社が潰れて補償金が支払われなかった例があ

る。）そこで、例えば保険のようなものを検討して、ガイドラインで予め決めておくこと

を考えてはどうか。【再掲】 
  
○ 利用者にとっても、ビジネス上のコストを明確にするためには、事後精算ではなく、

著作物を利用した段階で金銭を支払うほうが良いのではないか。 
 
○ 使用料相当額の補償金の額はどのように決まるのか、決まらなかったときはどのよう

に調整するのか。 
 
○ 強制許諾機関のようなものが一番いいと思うが、それが現実的でないのなら、Ａ案と

Ｂ案を折衷したようなものであるが、ある程度オフィシャルな第三者機関を設け、不明

の権利者に代わって使用料を預かった上で許諾を出し、加えて、その第三者機関には不

明者を捜索する義務を課す、というような制度を考えてはどうか。預かった使用料を実

際に取りに来る人が少ないことも予想され、それを元に第三者機関を運営することも考

えられるのではないか。【再掲】 
 
○ ガイドラインの中で、必ずＣＲＩＣに掲示しておく、保険のような仕組みで利用料を

プールしておくといった仕組みが工夫できるのではないか。【再掲】 
 
 
４．次代の文化の土台となるアーカイブの円滑化について 

○ 地方図書館でのデジタル化された資料の利用方法については、有料のシステムを組み

合わせることでいろいろな可能性があるのではないか。例えば、基本的には地方図書館

には本を買ってもらいたいが、国会図書館からデータを送信するとなれば、その分、本

を買わなくなってしまう。そこで、閲覧した回数に乗じて図書館が料金を支払い、出版

社や権利者に払うというシステムも考えられる。そうすれば、本を買った方がいいと判

断する地方図書館も出てくるだろう。 
 
○ 現状でも、図書館間の相互貸借は法律の努力義務に従ってなされているわけで、デジ

タル化されたとしても、現状程度のサービスはできるようにしなければならない。例え

ば、ストリーミングで同時に見られる人数を限るなどの方法なら、できるのではないか。

国会図書館の本の保存の観点からも、現物の貸出しはなるべく避けたいはず。 
 
○ 今回の報告で土台はできてきたので、今後は、どのような種類の本がどれだけ相互貸

借されているのか等のデータに基づきながら、どのようなシステムが必要なのか、関係

者間で詰めた議論を進めるべき。 
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○ 保存のためにデジタル化するということについては、異論がないと思われる。利用に

ついては、商業性が残っている本と、絶版のように商業性が残っていない本で区別して

考えるべき。商業性が残っていない本については、利用を進めることに反対する理由は

ないのではないか。 
 
 
◆今後の進め方について 

○ 資料３について左右の関連はないのではないか。利用円滑化方策は、延長してもしな

くても進めなければいけないものである。 
 
○ インターネット社会、デジタル社会の中で著作権がどう変わっていくべきかを議論す

べきであって、問題として出てきた意見を一つ一つ潰した上で、延長しようという議論

の進め方はおかしいのではないか。 
 
○ 提案された利用円滑化方策の中でも、実現が困難なものあり、全てうまくいくという

前提で延長を議論するのはフェアではないのではないか。 
 
○ 死後 50 年以上経っても経済的価値をもつ著作物はごくわずかであるが、そのたった一

握りの著作物のためにデータベースを作ることが可能なのか、ひ孫の住所・氏名までき

ちんと調べてくれるのか、実現可能性の点からしても利用円滑化方策と保護期間の延長

とは結びつけて考えるべきではない。 
 
○ 死後 50 年を過ぎても経済的価値を持つ著作物は非常に少数なので、その著作物だけデ

ータベースに残しておいて、データベースにないものは簡易な裁定制度によって自由に

使えるようにする。また、データベースで遺族が自由に利用できる旨を意思表示するこ

とも可能にすれば、現在、死後 50 年で著作権フリーになっているのと同じような状況が

実現できるのではないか。その意味で、データベースの整備や裁定制度は延長問題と関

わりのある問題である。 
 
○ 当初のヒアリングで保護期間の延長に反対する理由として挙げられた課題に対して、

その何パーセントかは解決できるものとして、利用円滑化方策を打ち出すことができた

と考えている。平田委員から出された二次創作が阻害されるという問題は、オーストラ

リアで設けられているようなパロディの権利制限を検討することもできるのではないか。 
 
○ オーストラリアのような規定で、裁判官がどう判断を下すのか、海外との不整合を起

こさないのかなど疑問もあるが、このような規定があれば 50 年、70 年と関係なくでき

るということだろうから、このようなことができるのか是非検討して欲しい。 
 
○ 現実問題として権利者のうちの 1 人が恣意的に利用を拒む場合もあり、そのような場

合に利用はできなくなる問題は解決されていないのではないか。 
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○ フェアユース規定やパロディの権利制限、登録制度などが議論されているが、それぞ

れ大きなテーマであり、延長するからフェアユースをやるとか、そういう問題ではない。

それをやると議論不足になる。変に天秤に乗せたような形で扱うのではなく、保護期間

の延長問題とは切り離して考えるべき。 
 
○ インターネットで情報共有がスタートして、情報リテラシーの向上に一役買っている

面があり、被害だけでなく社会の豊かさをもたらしている部分もあるので、こういう点

から保護期間だけでなく、利用円滑化を含めた最適な著作権を議論すべき。 
 
○ 著作権のどの部分が延長されると困るのか、検討する必要がある。例えば、二次創作

が阻害されるおそれがあるというのであれば、翻案権は 50 年にして、デジタル化によっ

てコストをかけずに誰でも複製ができるようになったことを考えると複製権は 70 年に

延長するなど、支分権ごとに検討してはどうか。 
 
○ 例えば、青空文庫ではデジタル複製物を作って、それを公衆送信しているが、これに

よって多くの人が読めるようになったという効用もあるし、明治期の雑誌の復刻なども

複製そのままである。また翻案と複製の区別が難しいこともあり、複製は 70 年、翻案は

50 年、と支分権ごとに分けて考えるのは難しいのではないか。 
 
○ 特許権の場合には、特許権があることによって、それを侵害しないようにするために

新たな技術を工夫するインセンティブになるという効果が指摘されているが、同じよう

に、過去の文化遺産に依存する状態にならずに、新たな作品を生み出すためには、ある

程度著作権が制約的に働くことにも意義があるのではないか。 
 
○ 翻案権等とそれ以外の支分権を分けて考えるのは、保護期間延長が新たな創作の阻害

になるという懸念があるという中で、新たな創作を加えれば自由に使えるという状況に

なれば、新たな創作行為の契機になるだろうという考え方である。 
 
 
※ 以上は事務局において発言の要旨をまとめたものである。 


